
別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

備考措置名 交付金事業の名称 交付金充当額
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

番号

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

鹿角市消防団小型動力ポン
プ付積載車整備事業

鹿角市 4,400,0001
鹿角市
総事業費：
4,777,000円

2
地域活性化措
置

藤里町立藤里保育園運営
事業

藤里町 4,400,000 4,400,000
藤里町
総事業費：
5,734,068円

4,400,000

6,000,000
にかほ市
総事業費：
8,478,000円

3
地域活性化措
置

由利本荘市鳥海診療所運
営事業

 由利本荘市 12,400,000 12,400,000

村道改良事業 東成瀬村 4,400,000 4,400,000

由利本荘市
総事業費：
14,461,260円

4

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

道路維持整備事業 にかほ市 6,000,000

東成瀬村
総事業費：
7,439,040円

6
地域活性化措
置 たしろ保育園運営事業 大館市 4,400,000 4,400,000

大館市
総事業費：
4,547,634円

5

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

地域活性化措
置 かみこあに保育園運営事業 上小阿仁村 4,400,000 4,400,0007

上小阿仁村
総事業費：
5,728,113円



8
地域活性化措
置 岩見三内保育所運営事業 秋田市 4,400,000 4,400,000

9
地域活性化措
置 市立田沢湖病院運営事業 仙北市 34,661,000 34,661,000

10
地域活性化措
置

湯沢市立皆瀬診療所運営
事業

湯沢市 4,400,000 4,400,000

横手市
総事業費：
6,372,300円

地域活性化措
置

横手市立さんない保育園運
営事業

横手市 4,400,000 4,400,00011

湯沢市
総事業費：
5,790,648円

秋田市
総事業費：
6,916,270円

仙北市
総事業費：
37,854,504円



Ⅱ．事業評価個表

鹿角市

4,400,000

交付金事業実施場所 鹿角市花輪字西町

小型動力ポンプ付積載車１台
車輌本体　　　：　トヨタ　ダイナ　型式：ＬＤＦ－ＫＤＹ２８１
　　　　　　　　　　　車台番号：ＫＤＹ２８１－００２０７８１　車両総重量：２，８８０ｋｇ
　　　　　　　　　　　車長：４８９cm　車幅：１６９cm　車高：２３１cm
　　　　　　　　　　　乗車定員：６名　４輪駆動
ポンプ仕様　　：　トーハツ　Ｂ－３級　型式：ＶＦ５３ＡＳ

番号 措置名

公共施設に係る整備、維持補修
又は維持運営措置

1

総事業費

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

鹿角市消防団小型動力ポンプ付積載車整備事業

交付金事業の概要

交付金事業の名称

4,400,000　うち経済産業省分

交付金充当額

　うち文部科学省分

（鹿角市総事業費：4,777,000）

交付金事業の成果目標
　現在配備されているポンプ積載車は、平成５年に配備されたものであり経年劣化が著しく、また、二輪駆動で積
雪時や悪路走行時、坂道走行時の安定性に欠けることから、消防団の消防力と機動力を確保するため、最新型
の機動性の高い四輪駆動車両へ更新する必要がある。

交付金事業の成果指標
　鹿角市消防団第３分団第１部（西町）団員に対し、利便性向上や負担軽減についての聞き取りを行い成果を確
認する（満足度目標１００％）。

4,400,000



交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし

4,777,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方

指名競争入札 鹿角自動車整備㈱　代表取締役　佐藤俊行小型動力ポンプ付積載車購入

交付金事業の成果及び評
価

　今回の更新整備によって、機動力の確保及び利便性が向上したことにより、災害活動における消防団員の負
担軽減及び作業の効率化が図られ、地域住民の生活及び消防団員の活動における不安の解消が図られた。

契約金額

交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 藤里町

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 藤里町立藤里保育園運営事業

交付金事業実施場所 秋田県山本郡藤里町藤琴字三ツ谷脇

交付金事業の概要 藤里保育園の保育士３名、６ヶ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（藤里町総事業費：5,734,068） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

　藤里町では、慢性的な人口減少、少子高齢化が課題となっています。この課題を解決するためには、出生率の
増加はもちろん、安心して子育てができる環境の整備が必要であると考え、平成28年1月に策定した「まち・ひと・
しごと創生藤里町総合戦略」の中で、2020年までに合計特殊出生率2.00以上を目指すこととしています。
　本交付金事業では、保育士の確保及び町職員による良質な保育サービスの提供を継続的に行うことで、子育
てに関するニーズの多様化への柔軟な対応や良好な保育環境の維持確保を図ります。

交付金事業の成果指標
　上記成果目標を達成するためには、保育士の離職を防ぎ、待機児童を出さないことが必要となります。した
がって、平成27年度から継続している藤里町の保育士離職率０％、待機児童0名の維持を目指します。

交付金事業の成果及び評
価

（平成29年度）
　藤里保育園の保育士3名の人件費を確保することができました。離職率0%、待機児童0名であり、前年度数値を
維持することができました。今後も引き続き、保育士の確保に取組み、良好な保育環境の維持確保を図ります。



交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

保育士（職員）人件費 雇用 ― 5,734,068

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 33年度



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

3 地域活性化措置 由利本荘市鳥海診療所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 由利本荘市

交付金事業実施場所 由利本荘市鳥海町伏見字久保

交付金事業の概要 鳥海診療所の看護師等８名、６ヶ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 12,400,000

12,400,000 　うち文部科学省分

（由利本荘市総事業費：14,461,260） 　うち経済産業省分 12,400,000

交付金事業の成果目標

　由利本荘市鳥海診療所は、全国で数少ない公立の有床診療所となっており、鳥海地域における医療の要と
なっております。由利本荘市内（旧本荘市）にある中核病院までは、車で片道30km以上あり、公共交通手段が乏
しいうえ便数も少なく、さらには、移動手段を持たない高齢者などにとっては、自らの命をつなぐ唯一の医療機関
となっています。
遠くの中核病院に入院しなくとも、症状の度合いによっては、地元の診療所に入院することが出来るということ
は、患者やその家族の身体的・経費的な負担の軽減に、そしてなによりも、地域で生きる住民に対して、大きな
安心感を与えています。
地域住民の健康な生活の維持確保を図り、安心感のある利用しやすい施設運営を目指します。

交付金事業の成果指標
　上記成果目標を達成するために、鳥海診療所をより利用しやすい施設とするため、利用者に対し、満足度調査
を実施することで、安心感のある利用しやすい施設運営という目標の達成度に対する評価を行います。（満足度
の目標：１００％）



交付金事業の成果及び評
価

鳥海地域の医療の要として、これまで運営しておりますが、地域人口の減少（この10年間で△1,444人(H29.9月
末)）により外来・入院患者ともに年々減っており、それにあわせ診療収入も減ってきています。しかしながら、地
域住民にとって「住み慣れた地域で生涯安心していきていける」ことは、何よりも重要なことで有り、運営の継続
は、地域にとって課題となっております。本交付金により看護師8名の人件費が確保できたことで、診療業務の充
実に繋がっており、また、実施したアンケート調査の結果を基に、今後も安心感のある利用しやすい施設運営に
努めて参ります。アンケート結果では、満足58.0%、やや満足9.3%、普通29.1%となり、施設利用に関して概ね満足
いただいた結果だった。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

看護師等人件費 雇用 ― 14,461,260

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

4
公共用施設に係る整備、維持補
修又は維持運営等措置

道路維持整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 にかほ市

交付金事業実施場所 にかほ市金浦字花潟

交付金事業の概要
市道　象潟長岡線　舗装工　　　　　　L=420m、W=6.0m、A=2,500m2
　　　　　　　　　　　　　区画線（実線）　L=840m
　　　　　　　　　　　　　区画線（破線）　L=210m

総事業費 交付金充当額 6,000,000

6,000,000 　うち文部科学省分

（にかほ市総事業費：8,478,000） 　うち経済産業省分 6,000,000

交付金事業の成果目標

　交付金事業に関係する主要政策・施策
第二次にかほ市総合発展計画(平成29年度～平成38年度）
・快適に暮らせるまち　交通ネットワークの整備
市道象潟長岡線は、長岡集落と市街地を結ぶ主要幹線道路となっているが、老朽化が進んでいる。幹線道路を
整備することで、円滑な交通と利用者の安全を確保する。
修繕延長割合：平成29年度末時点　33.0%

交付金事業の成果指標

成果指標：路線延長(3443.5m)に対する、修繕箇所延長の割合
平成22年　11.7%
平成28年　20.9%
平成29年　33.0%

交付金事業の成果及び評
価

　平成29年度で象潟長岡線全延長の33%を修繕完了した。本事業を実施したことにより、水溜まり及び轍等が解
消され、通勤・通学・コミュニティバスが安全かつ円滑に通行することが可能になった。



交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

道路舗装補修工事 指名競争入札 コマツ建設株式会社 8,478,000

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

5
公共用施設に係る整備、維持補
修又は維持運営等措置

村道改良事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東成瀬村

交付金事業実施場所 秋田県雄勝郡東成瀬村田子内地内

交付金事業の概要
村道
　下田１号線：流雪溝施工延長　勾配可変側溝 L=20.6m
　滝ノ沢横道線：流雪溝施工延長　勾配可変側溝 L=64.0m　アスファルト舗装部分拡幅　A=72.6㎡

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（東成瀬村総事業費：7,439,040） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

　村道下田１号線は下田地区と田子内地区を結ぶ重要な道路ですが、沿線にも民家が複数あるうえ交通量の割
には道路幅が狭いため、特に冬期間の交通事故が懸念されています。そのため、排雪処理を円滑に行える環境
の整備が課題となっており、流雪溝を整備して冬期間の交通安全の確保を行います。
　村道滝ノ沢横道線は、滝ノ沢の上地区と下地区を結ぶ重要な道路ですが、交通量の割には道路幅が狭く勾配
も急峻で、また交通量の多い幹線道路である村道滝ノ沢平良線にも面しているため、車両同士の衝突事故や冬
期間の交通事故が懸念されています。そのため、道路幅の確保や排雪処理を円滑に行える環境整備が課題と
なっており、道路の改良及び側溝の整備を行うことにより、安全性と利便性の確保を行います。



指名競争入札 有限会社　高橋土木 4,297,320

交付金事業の成果指標

　上記成果目標を達成するため、次のように指標を定めます。
○下田１号線については流雪溝を整備し、冬期間の交通の安全を図ります。もっとも当該道路を利用すると思わ
れる施工箇所周辺の下田地区住民に対し満足度調査を実施することで、冬期間の交通安全の確保という目標
の達成度に対する評価を行います。（満足度の目標：９０％）
○滝ノ沢横道線については道路を拡幅するとともに、流雪溝を整備して交通の安全を図ります。もっとも当該道
路を利用すると思われる施工箇所周辺の滝ノ沢地区住民に対し満足度調査を実施することで、安全性と利便性
の確保という目標の達成度に対する評価を行います。（満足度の目標：９０％）

交付金事業の成果及び評
価

　　村道下田１号線は、流雪溝を整備した結果、冬期間の交通安全の確保がなされ、成果指標に基づく評価につ
いては９５％の満足度の達成ができました。
　村道滝ノ沢横道線は、道路改良（部分拡幅）を行った結果、車両同士の衝突事故や冬期間の交通事故の減少
に資することとなり、成果指標に基づく評価については、９５％の達成ができました。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

村道下田１号線側溝改良工事 指名競争入札 有限会社　佐々木工業 3,141,720

村道滝ノ沢横道線道路改良工事

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当なし



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

6 地域活性化措置 たしろ保育園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 大館市

交付金事業実施場所 大館市岩瀬字上岩瀬上野

交付金事業の概要 たしろ保育園の保育士５名,３ヶ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（大館市総事業費：4,547,634） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

　全国的な課題でもある人口減少及び少子高齢化は、本市においても深刻な状況であることから、人口減少の
速度を抑制するため、「健やかに次代を育む施策の推進」を基本目標のひとつに位置づけ、出生数に占める第３
子以降の割合21％(H31)、合計特殊出生率1.52 人(H31)を目標とする、大館市総合戦略を策定しています。本交
付金事業では、基本目標の達成のため、保育士を確保することにより、保育サービスの安定的且つ継続的な提
供、並びに必要保育量の確保を図ります。

交付金事業の成果指標
　上記成果目標を達成するためには必要不可欠である、本市の待機児童解消について、H26.4現在では37人の
待機児童数を、H31.4には0人となることを目指します。

交付金事業の成果及び評
価

（平成29年度）
　たしろ保育園の保育士５名の人件費の一部を確保することができ、市全体では、待機児童数が前年度の2人から19人に
増加したものの、保育サービスの安定的且つ継続的な提供、並びに必要保育量の確保へ貢献できました。
今後も引き続き、保育士の確保に取り組み、保育サービスの向上を図ります。
　【参考】待機児童数　　平成26年度37人、平成27年度18人、平成28年度2人、平成29年度19人



交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 ― 4,547,634

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 33年度



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

7 地域活性化措置 かみこあに保育園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 上小阿仁村

交付金事業実施場所 秋田県北秋田郡上小阿仁村小沢田字向川原

交付金事業の概要 かみこあに保育園の保育士３名、７ヵ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（上小阿仁村総事業費：5,728,113） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標
多様化する保育ニーズで的確に対処できるように、本交付金事業を活用し、保育体制の充実を図り、保育運営
の健全化、児童福祉の向上に努める。

交付金事業の成果指標
上記評価目標を達成するために、保育士３名の給与に充当し、保育体制や延長保育・一時保育などの保育サー
ビスの維持・充実を図り、保育所利用者の満足度の向上を図ります。（目標値：８０％）

交付金事業の成果及び評
価

かみこあに保育園の保育士３名の人件費を確保することができました。保育園職員給与の財源として活用でき
たことにより保育園の機能充実、円滑な運営を図ることができました。保育所利用者のアンケートでは、お子さん
の発育に応じた保育・教育ができていますかという設問に「はい」と回答した方が91.8％、保育時間等は保護者
のニーズについて応えられていますかという設問に94.5%の方が「はい」と回答しております。全ての質問で、89%
以上、満足が得られており数値目標を達成したものと評価します。



交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 ― 5,728,113

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 33年度



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

8 地域活性化措置 岩見三内保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田市

交付金事業実施場所 秋田市河辺三内字外川原

交付金事業の概要 岩見三内保育所の保育士４名、５ヶ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（秋田市総事業費：6,916,270） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

　岩見三内保育所は、市町合併前の旧河辺町が昭和５２年４月に設立したもので、岩見三内地区において公立・
私立を含めた唯一の保育所である。同地区は、市中心部から離れた山間部に位置することもあって、地区内の
就学前児童のほとんどは当該保育所に入所するものであり、地域における子育て拠点として、地域と一体となっ
た保育施策を推進するうえでも欠かすことのできない重要な保育施設となっている。
　本交付金事業では、当該保育所の円滑な運営を図り、安定的な保育サービスの提供を継続的に行うことで、本
市の総合計画「県都『あきた』成長プラン」の将来都市像の一つである「家族と地域が支えあう元気なまち」、さら
には成長戦略の基本目標の第一である「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」の実現を図る。

交付金事業の成果指標
　秋田市では、年度当初における待機児童数が７年連続でゼロを達成しており、総合計画および成長戦略にお
ける目標達成に努めているところである。今後も増え続ける保育需要に対応するため、当該保育所において、待
機児童数ゼロを目指す。

交付金事業の成果及び評
価

　保育士の人件費に交付金を充当したことで、保育所の安定的かつ円滑な運営が維持でき、当該保育所におい
ては、年度を通して待機児童数ゼロを達成することができた。
　本事業は、子育て支援の拠点として地域に必要不可欠な当該保育所において、利用者の生活実態やニーズに
即した保育サービスの維持向上に大きく寄与している。



交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 ― 6,916,270

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 33年度



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

9 地域活性化措置 市立田沢湖病院運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 仙北市

交付金事業実施場所 仙北市田沢湖生保内字浮世坂

交付金事業の概要 田沢湖病院の看護師１９名、６ヶ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 34,661,000

34,661,000 　うち文部科学省分

（仙北市総事業費：37,854,504） 　うち経済産業省分 34,661,000

交付金事業の成果目標

　　本市においては、医師不足や医療ニーズの高い老年人口の増加、さらには観光客の増加・多様化による患
者受け入れ体制の整備等多くの課題があります。このような状況の中、第二次仙北市総合計画においては、人
口減少、高齢化を踏まえた病院経営、安全・安心な医療の提供、経営の健全化・安定化に努め、質の高いサー
ビスを提供すること等が明記されており、今後はこれらの実現を目指します。

交付金事業の成果指標
　上記成果目標を達成するため、市立田沢湖病院では、施設基準（障害者施設等入院基本料13対1）及び外来
診療科を維持するために必要な看護師数の確保に取組みます。



交付金事業の成果及び評
価

　市立田沢湖病院の看護師１９名の人件費を確保することができました。
　平成２９年度の市立田沢湖病院病棟勤務看護師は２１人で、入院の施設基準を満たすために必要な人数は２
１人（※１参照）となっています。また、外来勤務看護師は１２人で、外来診療科を満たすために必要な最低限の
人数となっています。今後も引続き看護師の確保に取組み、安全・安心な医療の提供と経営の健全化・安定化を
図ります。

※１　障害者施設等入院基本料　１３対１　の必要人数
　　　（１）　過去１年の平均入院患者数：５２人
　　　（２）　上記（１）の場合、１日に必要な病棟勤務看護師数：１２人
　　　（３）　上記（２）の人数を実現するために必要な病棟勤務看護師数：２１人
　　　　　　①計算時に考慮した勤務条件
　　　　　　　・稼働日数　244日
　　　　　　　・年次有給休暇　20日
　　　　　　　・研修参加　3日
　　　　　　　・夏季休暇　5日

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

看護師人件費 雇用 ― 37,854,504

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 ３５年度



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

10 地域活性化措置 湯沢市立皆瀬診療所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 湯沢市

交付金事業実施場所 湯沢市皆瀬字下菅生

交付金事業の概要 皆瀬診療所の看護師等３名、８か月分の人件費

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（湯沢市総事業費：5,790,648） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

　湯沢市皆瀬地域は、急激な高齢化と医師不足が深刻な課題となっています。この課題を解決するためには、
出生率の増加はもちろん、安心して利用できる医療・福祉・保健活動の拠点として、皆瀬診療所の継続が必要で
あると考え、５人の非常勤医が交代で運営し、常勤医師を募集しています。
　本交付金事業では、皆瀬診療所の継続のため、看護師と事務員の確保により体制を強化し、安定的な地域医
療サービスを行うことで、地域住民の健康な生活の維持を図ります。

交付金事業の成果指標
　上記成果目標を達成するためには、医師の確保までの間、非常勤医と看護師、事務員による皆瀬診療所の継
続が必要になります。したがって、平成29年度における皆瀬診療所の看護師と事務員の確保と昨年度の来患者
数（4,536人）の維持、増加を目指します。

交付金事業の成果及び評
価

　診療所が皆瀬地域の無医地区解消施設となり、地域住民が手軽に在宅医療を含む医療サービスを受けられ
る体制確保及び近隣福祉施設や学校等との連携と地域の生活環境の維持が図られた。
　平成29年度における皆瀬診療所の看護師と事務員を確保し、来患者数は4,166人、往診人数は61人だった。



契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

看護師等人件費 雇用 ― 5,790,648

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 33年度

交付金事業の契約の概要



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

11 地域活性化措置 横手市立さんない保育園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 横手市

交付金事業実施場所 横手市山内土淵字菅生

交付金事業の概要 さんない保育園の保育士３名、６ヶ月分の人件費

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（横手市総事業費：6,372,300） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
・第2次横手市総合計画（平成28年度～平成37年度）
・基本目標１みんな元気でいきいきと暮らせるまちづくり　施策１－１子育て支援の充実
①多様な保育ニーズへの対応：市民が安心して子供を産み育てることができる環境の整備を図る。
目標：「子育て支援の充実に対する市民満足度」増加（直近値69.3％※H29年度市民アンケート）、保育所充足率
100％（※待機児童ゼロ）

交付金事業の成果指標

　上記目標の達成と、充実した保育サービスの提供を行うため、
・「事業の対象地域である山内地域住民が地元保育園へ入園を希望した場合の入所率」を成果指標とする。
　さんない保育園は山内地域（旧山内村）唯一の保育園で、近隣の最も近い保育園でも７km近く離れている。市
内全域においては希望する保育園に入所できないケースも散見されるものの、地域唯一の保育園から地域唯一
の小学校へと進む当地域において、地元保育園への入園希望を１００％叶える環境を維持することが地域の子
育て世代はもとより地域全体が望むサービスである。



　横手市山内地域において公立・私立を含め唯一の保育所である横手市立さんない保育園の安定した保育サー
ビスの維持および充実のため、保育士の人件費に交付金を充当することにより、円滑で安定的な運営に寄与し、
地域内の入園希望者６０名を全て受け入れ、保育サービスを提供することができた。
【平成２９年度】
さんない保育園への入園希望者６０名　入園者６０名（希望者の入園率１００％）

契約金額

人件費 雇用 ― 6,372,300

交付金事業の成果及び評
価

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 32年度

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金充当額 備考

五城目町
総事業費：
4,725,000円

1

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

秋田周辺広域市町村圏五
城目体育館改修事業

五城目町

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

4,400,000 4,400,000



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 五城目町

交付金事業実施場所

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補
修又は維持運営等措置

秋田周辺広域市町村圏五城目体育館改修事業

南秋田郡五城目町上樋口字堂社

交付金事業の概要 照明器具交換工：４５台、更衣室床張替え：７２㎡

総事業費 交付金充当額 4,400,000

4,400,000 　うち文部科学省分

（五城目町総事業費：4,725,000） 　うち経済産業省分 4,400,000

交付金事業の成果目標

　施設内の照明設備については老朽化が著しく、利用者の安全を確保するため、従来の蛍光管から４５台を省
エネタイプのＬＥＤ蛍光管へ転換することにより、消費電力やCO2排出量の削減とともに蛍光管の長寿命化を図
るものです。
　老朽化と湿気により凹凸が発生している更衣室床を張替え、利用者の安全と利便性を高めます。

交付金事業の成果指標
　施設内の照明設備のうち４５台を、1時間あたりの消費電力を5.616kwh削減、CO2排出量を2.41kg削減できるＬ
ＥＤ照明設備へ転換します。
　整備後の更衣室利用者の満足度を６０％にします。

交付金事業の成果及び評
価

両工事とも平成30年3月2日に完了しました。
45台の蛍光管をＬＥＤへ転換したことにより、施設内の事業対象箇所はこれまでと見違えるほどの明るさとなり、
利用者は安全に利用できるようになりました。また、従来と比較し、1時間あたりの消費電力が5,616ｋｗｈ削減、Ｃ
Ｏ２排出量が2.41ｋｇ削減できる設備となり、環境配慮面においても目標は達成されたと評価しています。
　更衣室床改修により、凹凸を解消し、安全に利用できるようになりました。工事完了後の利用者アンケートでは
満足度１００％となりました。



照明器具改修

指名競争入札

契約金額

近野工務店 1,695,600

船橋電機合資会社

更衣室床改修

3,029,400

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 無し 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 該当無し

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方

指名競争入札



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 （上期：空調）

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額 備 考

29,868,4801
企業導入・産業活性
化措置

産業普及・研究用施設設備整
備事業

秋田県 29,868,480



Ⅱ．事業評価個表（上期：空調）

無

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 産業普及・研究用施設設備整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所 秋田市新屋町字砂奴寄(産業技術センター）

交付金事業の概要 産業技術センターの空調改修工事（機械設備工事、電気設備工事）

総事業費 29,868,480
交付金充当額 29,868,480
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 29,868,480

交付金事業の成果目標

空調設備等の整備により、産業技術センターの試験環境を安定的なものとすることで、新事業の創出や
高付加価値製品の開発促進、公設試の有する研究成果や技術の移転を図り、企業の人材育成や経営基盤
強化へと繋げ、県内産業の活性化に結びつける。

交付金事業の成果指標
県内企業による設備等の利用件数：1,800件
県内企業への技術指導・相談件数：2,500件

交付金事業の成果及び評価

　本交付金事業によって整備した研究設備・機器の企業への貸出及び企業との共同研究を通じて、県内
企業の技術移転、技術開発を指導・支援しています(H29年度施設等利用件数：2,302件、指導相談件数：
2,685件）。
　これによって新事業の創出や高付加価値製品の開発促進、公設試の有する研究成果や技術の移転が図
られたほか、企業の人材育成や経営基盤強化へと繋がっており、県内産業の活性化に結びついていま
す。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

産業技術センター空調改修機械設備工事 一般競争入札 山二施設工業（株） 19,856,880

産業技術センター空調改修電気設備工事 一般競争入札 時田電気工業（株） 10,011,600

計 29,868,480

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 （上期：設備等）

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額 備 考

3
企業導入・産業活性
化措置

企業誘致ＰＲ事業 秋田県

6 地域活性化措置 環境保持・保全・向上事業 秋田県 3,110,400 3,110,400

5
公共用施設に係る設
備、維持補修又は維
持運営等措置

医療施設設備整備事業 秋田県 14,515,200

147,604,712

2
企業導入・産業活性
化措置

事業化プロデュース事業 秋田県 22,185,000 22,185,000

1
企業導入・産業活性
化措置

産業普及・研究用施設設備整
備事業

秋田県 147,648,112

4
公共用施設に係る設
備、維持補修又は維
持運営等措置

県立技術専門校設備整備事業 秋田県 15,940,800

5,912,674 5,676,000

15,940,800

13,983,000



Ⅱ．事業評価個表 （上期：設備等）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所

秋田市新屋町字砂奴寄4-11（産業技術センター）
秋田市新屋町字砂奴寄4-26（総合食品研究センター）
ほか８カ所（農業試験場、果樹試験場、畜産試験場、水産振興センター、林業研究研修センター、南部
家畜保健衛生所）

交付金事業の概要

粘度計、表面張力計、車載機器放射イミュニティ用アンテナ、静電気試験器、鋳造ＣＡＥシステム、ナ
ノバブル評価装置、薄膜・粉末両用型高輝度Ｘ線回折装置、レーザー加工装置、デジタルオシロスコー
プ、デジタル硬度計、レーザーカッター、ガスクロマトグラフ質量分析装置、赤外線サーモグラ
フィー、３Ｄスキャナー、多目的田植機、乗用型四輪運搬車、洗卵選別機、生物顕微鏡、フォークリフ
ト、小型貨物自動車、乗用草刈機、動物用自動血球計数装置、ＪＳＡライブラリサーバの購入及び更新

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 産業普及・研究用施設設備整備事業

交付金事業の成果目標

  県内各公設試において、導入した機器の企業への貸出及び企業との共同研究を通じて、県内企業の技
術移転、技術開発を指導・支援することにより、新事業の創出や高付加価値製品の開発促進、公設試の
有する研究成果や技術の移転を図り、企業の人材育成や経営基盤強化へと繋げ、県内産業の活性化に結
びつけます。

交付金事業の成果指標
県内企業による設備等の利用件数：1,800件
県内企業への技術指導・相談件数：2,500件

交付金事業の成果及び評価

　本交付金事業によって整備した研究設備・機器の企業への貸出及び企業との共同研究を通じて、県内
企業の技術移転、技術開発を指導・支援しています(H29年度施設等利用件数：2,302件、指導相談件数：
2,685件）。
　これによって新事業の創出や高付加価値製品の開発促進、公設試の有する研究成果や技術の移転が図
られたほか、企業の人材育成や経営基盤強化へと繋がっており、県内産業の活性化に結びついていま
す。

総事業費 147,648,112
交付金充当額 147,604,712
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 147,604,712



無

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

レーザーカッター 一般競争入札 (株)レーザーコネクト 2,694,600

ガスクロマトグラフ質量分析装置 一般競争入札

レーザー加工装置 一般競争入札

粘度計 一般競争入札 (株)アヅマテクノス秋田支店 1,674,000

表面張力計 一般競争入札 東日本電子計測(株)秋田営業所 3,564,000

鋳造ＣＡＥシステム 一般競争入札

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34

タルイシ機工(株) 5,918,400

車載機器放射イミュニティ用アンテナ 一般競争入札 東日本電子計測(株)秋田営業所 4,298,400

静電気試験器 一般競争入札 美和電気工業(株)秋田営業所 1,706,400

(株)アオバサイエンス秋田営業所 8,532,000

赤外線サーモグラフィー 随意契約 (株)サノ 842,400

デジタルオシロスコープ 一般競争入札 東日本電子計測(株)秋田営業所 4,104,000

デジタル硬度計 随意契約 (株)十字屋 1,188,000

サカタ理化学(株)秋田営業所 37,260,000

ナノバブル評価装置 一般競争入札

(株)中央科学 16,502,400

薄膜・粉末両用型高輝度Ｘ線回折装置 一般競争入札 東北化学薬品(株)秋田支店 39,960,000

乗用型四輪運搬車 随意契約 (株)大曲産業機械横手支店 580,000

３Ｄスキャナー 一般競争入札 (株)南部医理科　秋田営業所 1,296,000

多目的田植機 一般競争入札 ヤンマーアグリジャパン（株） 4,028,400

147,648,112計

乗用草刈機 随意契約 (株)秋田クボタ　秋田南営業所 900,200

動物用自動血球計数装置

洗卵選別機 一般競争入札 (株)ダイヤ 1,728,000

生物顕微鏡 随意契約 (株)中央科学 1,061,640

フォークリフト 随意契約 コマツリフト(株)秋田支店 1,063,800

小型貨物自動車 一般競争入札 秋田日産自動車(株) 2,694,600

小型貨物自動車

ＪＳＡライブラリサーバー 随意契約 一般財団法人 日本規格協会 1,473,552

1,274,400(株)サノ随意契約

乗用型四輪運搬車 随意契約 秋田マッカラー(株)秋田県南事務所 550,000

一般競争入札 秋田日産自動車(株) 2,752,920



Ⅱ．事業評価個表 （上期：設備等）

無

番号 措置名 交付金事業の名称

2 企業導入・産業活性化措置 事業化プロデュース事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所
秋田市新屋町字砂奴寄（産業技術センター）
秋田市山王三丁目（（公財）あきた企業活性化センター）

交付金事業の概要
産業技術センターで雇用する研究開発コーディネーター３名の報酬及び公益財団法人あきた企業活性化
センターで雇用する研究開発コーディネーター２名の報酬

総事業費 22,185,000
交付金充当額 22,185,000
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 22,185,000

交付金事業の成果目標
　県内企業からの技術や研究開発について訪問指導や相談に対応する。

交付金事業の成果指標
産業技術センター　　　　：訪問・来所による相談件数（3名合計）：240件／年
あきた企業活性化センター：訪問・来所による相談件数（2名合計）：160件／年

交付金事業の成果及び評価

  本交付金事業によって配置した非常勤職員（研究開発コーディネータ）５名により、産業技術セン
ターが保有する技術シーズと県内企業とのマッチングや、県内企業が抱える技術的課題の解決や研究開
発から事業化までの相談に対応（産業技術センター：383件、あきた企業活性化センター：236件）し、
国等の競争的研究開発資金の獲得支援などを通じた総合的な支援を行いました。
　これによって県内企業による新事業の創出や新製品・新技術の開発が促進され、県内産業の活性化に
結びついています。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

研究開発コーディネーター人件費(5名分） 雇用 － 22,185,000

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34



Ⅱ．事業評価個表 （上期：設備等）

番号 措置名 交付金事業の名称

3 企業導入・産業活性化措置 企業誘致ＰＲ事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所 秋田市山王三丁目（産業集積課）

交付金事業の概要
秋田県産業団地ガイド、秋田県企業立地ガイド及び秋田県企業立地マップの作成並びに週刊東洋経済、
会社四季報及び日刊工業新聞への広告掲載など

総事業費 5,912,674
交付金充当額 5,676,000
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 5,676,000

交付金事業の成果目標

　秋田県の立地環境や優遇制度等に関する認知度を高め、専門誌や新聞への広告掲載や用途に応じたパ
ンフレットを作成し、企業訪問の他、立地説明会を開催し、具体的かつ詳細な情報を提供することで、
企業誘致・立地の促進を図ります。

交付金事業の成果指標
秋田リッチセミナーin TOKYO 招待企業数　100社、150名
首都圏誘致企業懇談会150社：250名
訪問企業数：2,000件

交付金事業の成果及び評価

　企業誘致活動においては、企業経営者等に秋田県の立地環境や優遇制度等に関する認知度を高めるこ
とが重要です。このため専門誌や新聞への広告掲載や用途に応じたパンフレットを作成し、企業訪問や
立地説明会の際に配布することで、具体的かつ詳細な情報を提供することは、有効な手段のひとつとな
ります。
　専門誌及び新聞に広告掲載したことにより、本県への企業立地に関心を持った企業から多数の問い合
わせを受けています。
　また、秋田県企業立地ガイドなどのパンフレットについては、企業訪問や企業立地説明会などにおい
て積極的に活用しており、平成２９年度は１，９０３件の企業訪問や、企業立地セミナー（出席：１０
５社、１６６名）において活用した結果、工業団地の分譲や分譲契約交渉へつながっており、企業導入
のための十分な広告効果が得られています。



無

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

週刊東洋経済 随意契約 ㈱東洋経済新報社 4,114,800
会社四季報ワイド版 随意契約 ㈱東洋経済新報社 540,000
広告版下作成業務（経済専門誌） 随意契約

計 5,912,674
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34

秋田共同印刷㈱ 43,200
日刊工業新聞（首都圏版） 随意契約 ㈱日刊工業新聞社 東北・北海道総局 790,614
新聞版下作成 随意契約 （株）バウハウス 54,000

パンフレット「企業立地マップ」 随意契約 ㈱三森印刷 54,760

パンフレット「産業団地ガイド」 随意契約 (株)三戸印刷所 159,300
パンフレット「企業立地ガイド」 随意契約 ㈱三森印刷 156,000



Ⅱ．事業評価個表 （上期：設備等）

番号 措置名 交付金事業の名称

4
公共用施設に係る設備、維持補
修又は維持運営等措置

県立技術専門校設備整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所
秋田市新屋町字砂奴寄（秋田技術専門校）
大仙市大曲川原町（大曲技術専門校）
北秋田市綴子字街道下（鷹巣技術専門校）

交付金事業の概要 ワイヤカット放電加工機、三次元測定機、ＴＩＧ溶接機〈デジタル機）の更新

総事業費 15,940,800
交付金充当額 15,940,800
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 15,940,800

交付金事業の成果目標
　各技術専門校において、導入した機器を活用した職業訓練指導を行い、職業訓練で培った知識や技術
を活かせる関連業種への就職支援を行います。

交付金事業の成果指標

修了生の関連業種への就職率100％を目指す。
※平成２７年度実績：秋田技術専門校（メカトロニクス科）100％
　　　　　　　　　　大曲技術専門校（機械システム科）　 90％
　　　　　　　　　　鷹巣技術専門校（建設機械運転科）　 84％

交付金事業の成果及び評価

　県立技術専門校（職業訓練施設）において職業訓練に使用するワイヤカット放電加工機、三次元測定
機、ＴＩＧ溶接機を購入しました。
　ワイヤカット放電加工機は、秋田技術専門校（メカトロニクス科）において、メカトロニクス機器組
立実習等で、当科の訓練の中心となる自動化生産システムの構築に必要な部品等の放電加工に関する知
識、技能を習得するために活用し、修了生全員が関連業種の企業へ就職しました。
　三次元測定機は、大曲技術専門校（機械システム科）において、実習等で、製図、加工、測定等に関
する知識、技能を習得するために活用し、修了生全員が関連業種の企業へ就職しました。
　ＴＩＧ溶接機は、鷹巣技術専門校（建設機械運転科）において、「アーク溶接等の作業に係る特別教
育」資格取得のための機器として活用し、訓練生の９７％が当該資格を取得するとともに、修了生（29
年度前期生）の73.3％が関連業種の企業へ就職しました。
　なお、整備した機械設備は、中小企業在職者に対する訓練でも活用しており、産業ニーズに応えられ
る人材育成にも活用されています。



無

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

ワイヤカット放電加工機 一般競争入札 タルイシ機工(株) 11,772,000
三次元測定機 一般競争入札 太平熔材(株) 3,564,000
ＴＩＧ溶接機（デジタル機） 随意契約 暁商工(株) 604,800

計 15,940,800
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34



Ⅱ．事業評価個表 （上期：設備等）

無

番号 措置名 交付金事業の名称

5
公共用施設に係る設備、維持補
修又は維持運営等措置

医療施設設備整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所 秋田市千秋久保田町（総合保健センター）

交付金事業の概要 体組成計、Ｘ線管装置、Ｘ線管装置及びＸ線蛍光倍増管装置の更新

総事業費 14,515,200
交付金充当額 13,983,000
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 13,983,000

交付金事業の成果目標

本県が策定した「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」で、脳血管疾患による人口10万人当たりの年齢
調整死亡率、がんによる人口10万人当たりの75歳未満年齢調整死亡率の減少を目標としており、交付金
事業を活用しこれらの数値の改善を図ります。

交付金事業の成果指標
・脳血管疾患による人口10万人当たりの年齢調整死亡率　　目標値（H29）38.3
・がんによる人口10万人当たりの75歳未満年齢調整死亡率　目標値（H29）73.0

交付金事業の成果及び評価

  がん・脳血管疾患の死亡率が全国と比較して高い状況にある本県においては、疾病の早期発見・早期
治療が重要となっています。そのため、総合保健センターで実施する人間ドック等の検査内容の充実と
精度の向上を図るため、老朽化した検査機器の更新を実施しました。機器の整備により、精度の高い検
査測定が可能になり、人間ドック受診者数は５，８８９人と昨年度を上回りました。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

体組成計 随意契約 東北化学薬品(株) 秋田支店 1,393,200

計 14,515,200
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34

Ｘ線管装置 一般競争入札 (株)大塚商店 2,268,000
Ｘ線管装置及びＸ線蛍光倍増管装置 一般競争入札 (株)大塚商店 10,854,000



Ⅱ．事業評価個表 （上期：設備等）

無

番号 措置名 交付金事業の名称

6 地域活性化措置 環境保持・保全・向上事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所 秋田市千秋久保田町（健康環境センター）

交付金事業の概要 二酸化硫黄自動測定機、窒素酸化物自動測定機の更新

総事業費 3,110,400
交付金充当額 3,110,400
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 3,110,400

交付金事業の成果目標

大気の汚染を防止し、県民の健康の保護等を図るため、大気汚染防止法及び秋田県公害防止条例に基づ
いて大気環境を常時監視するための監視網整備を行い、環境基準の達成状況を把握するとともに、緊急
時の速やかな対応を図ります。

交付金事業の成果指標

稼働率：100％
＜二酸化硫黄自動測定器＞
二酸化硫黄環境基準：１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、１時間値が0.1ppm以下である
こと。
＜窒素酸化物自動測定器＞
二酸化窒素環境基準：１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下である
こと。

交付金事業の成果及び評価 二酸化硫黄自動測定機及び窒素酸化物自動測定機の更新により、大気常時監視体制が維持されました。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

二酸化硫黄自動測定機 一般競争入札 (株)アヅマテクノス　秋田支店 1,493,640
窒素酸化物自動測定機 一般競争入札 (株)中央測機 1,616,760

計 3,110,400
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 （下期）

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額 備 考

24,984,1721
企業導入・産業活性
化措置

産業普及・研究用施設設備整
備事業

秋田県 25,092,612

1,654,9332
公共用施設に係る設
備、維持補修又は維
持運営等措置

県立技術専門校設備整備事業 秋田県 1,654,933

3 地域活性化措置 環境保持・保全・向上事業 秋田県 3,113,640 3,040,800



Ⅱ．事業評価個表 （下期）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所

秋田市新屋町字砂奴寄（産業技術センター　本館）
秋田市新屋町字砂奴寄（総合食品研究センター）
ほか７カ所
（農業試験場、畜産試験場、水産振興センター、林業研究研修センター、中央家畜保健衛生所）

交付金事業の概要

高速精密切断装置、X線回折装置制御解析用PC、シリンジシッパー他 、エレクトロポレーション装置、
製氷機、卓上型振とう恒温槽、蛍光マルチカラーイメージングシステム、自走式マニュアスプレッダ、
純水製造装置、実体顕微鏡、蒸留水製造装置、レーザー測高機、パラフィンブロック作成装置、小型蒸
練機、乗用草刈機の購入及び更新

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 産業普及・研究用施設設備整備事業

交付金事業の成果目標

　県内各公設試において、導入した機器の企業への貸出及び企業との共同研究を通じて、県内企業の技
術移転、技術開発を指導・支援することにより、新事業の創出や高付加価値製品の開発促進、公設試の
有する研究成果や技術の移転を図り、企業の人材育成や経営基盤強化へと繋げ、県内産業の活性化に結
びつけます。

交付金事業の成果指標
県内企業による設備等の利用件数：1,800件
県内企業への技術指導・相談件数：2,500件

総事業費 25,092,612
交付金充当額 24,984,172
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 24,984,172



無

交付金事業の成果及び評価

　本交付金事業によって整備した研究設備・機器の企業への貸出及び企業との共同研究を通じて、県内
企業の技術移転、技術開発を指導・支援しています(H29年度施設等利用件数：2,302件、指導相談件数：
2,685件）。
　これによって新事業の創出や高付加価値製品の開発促進、公設試の有する研究成果や技術の移転が図
られたほか、企業の人材育成や経営基盤強化へと繋がっており、県内産業の活性化に結びついていま
す。

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

パラフィンブロック作成装置

小型蒸練機

乗用草刈機

実体顕微鏡

蒸留水製造装置

レーザー測高機

一般競争入札

一般競争入札

随意契約

一般競争入札

随意契約

随意契約

高速精密切断装置

X線回折装置制御解析用PC

シリンジシッパー他 

エレクトロポレーション装置

製氷機

卓上型振とう恒温槽

計 25,092,612

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34

蛍光マルチカラーイメージングシステム

自走式マニュアスプレッダ

純水製造装置 随意契約

随意契約

随意契約

随意契約

タルイシ機工（株）

東北化学薬品(株) 秋田支店

(株)アオバサイエンス秋田営業所

(株)中央科学

(株)井村電気商会

(株)中央科学

㈱南部医理科 秋田営業所

(株)秋田クボタ

(株)十字屋

(株)中央科学

(株)十字屋

(株)仙台銘板　秋田営業所

随意契約

随意契約

随意契約

一般競争入札

一般競争入札

962,280

456,840

680,400

1,695,600

1,198,800

577,800

東北化学薬品(株)　秋田支店

東北化学薬品(株)　秋田支店

（株）秋田クボタ　秋田南営業所

4,168,800

1,657,800

480,600

1,296,000

817,560

331,452

7,668,000

2,560,680

540,000



Ⅱ．事業評価個表 （下期）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所 北秋田市綴子字街道下(鷹巣技術専門校）

交付金事業の概要
高圧エアコンプレッサ、プロジェクター、レーザーレベル、軽量自動壁紙糊付機、タングステン電極研
磨機の更新等

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る設備、維持補
修又は維持運営等措置

県立技術専門校設備整備事業

総事業費 1,654,933
交付金充当額 1,654,933
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 1,654,933

交付金事業の成果目標
　技術専門校において、導入した機器を活用した職業訓練指導を行い、職業訓練で培った知識や技術を
活かせる関連業種への就職支援を行う。

交付金事業の成果指標 　修了生の関連業種への就職率100％を目指す。

交付金事業の成果及び評価

　県立鷹巣技術専門校（職業訓練施設）において、住宅建築科（平成３０年度新設）の訓練機器として
高圧エアコンプレッサ、プロジェクター、レーザーレベル、軽量自動壁紙糊付機を導入するとともに、
建設機械運転科で使用するタングステン電極研磨機を購入しました。
　住宅建築科において、高圧エアコンプレッサは工作実習、プロジェクターは座学訓練、レーザーレベ
ルは測量実習、軽量自動壁紙糊付機は内装工事実習で、それぞれ使用される訓練機器であり、これらの
機器の購入により当科の訓練体制を整え、３０年４月からの訓練をスタートしました。
　また、タングステン電極研磨機は、建設機械運転科における「アーク溶接等の作業に係る特別教育」
の資格取得講習で使用される機器であり、３０年度からの訓練で使用しています。
　これらの機器を活用し、訓練生に対して、関連業種への就業に必要な知識や技能の習得を支援してい
ます。
　なお、整備した機器は、中小企業在職者に対する訓練でも活用しており、産業ニーズに応えられる人
材育成にも活用されています。



無

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

高圧エアコンプレッサ 随意契約 (株)小林百貨店 254,232

レーザーレベル 随意契約 (株)小林百貨店 119,880

計 1,654,933
タングステン電極研磨機 随意契約 暁商工（株） 73,980
軽量自動壁紙糊付機 随意契約 (有)渡部畳店 350,401

プロジェクター 随意契約 (株)成文社 856,440

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34



Ⅱ．事業評価個表 （下期）

無

番号 措置名 交付金事業の名称

3 地域活性化措置 環境保持・保全・向上事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 秋田県

交付金事業実施場所 秋田市千秋久保田町（健康環境センター）

交付金事業の概要 二酸化硫黄自動測定器、恒温器、粉砕器の更新

総事業費 3,113,640
交付金充当額 3,040,800
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 3,040,800

交付金事業の成果目標

＜二酸化硫黄自動測定機＞
大気の汚染を防止し、県民の健康の保護等を図るため、大気環境の常時監視網の整備を行い、環境基準
の達成状況を把握するとともに、緊急時の速やかな対応を図ります。
＜恒温器、粉砕器＞
円滑な食品検査の実施により、県民の健康の保護等を図るため、検査に用いる機器等を更新します。

交付金事業の成果指標

＜二酸化硫黄自動測定機＞
稼働率：100％
（二酸化硫黄環境基準：1時間値の1日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、1時間値が0.1ppm以下である
こと。）
＜恒温器＞
利用頻度：毎日
＜粉砕器＞
利用頻度：年間約70回

交付金事業の成果及び評価

二酸化硫黄自動測定機の更新により、大気常時監視体制が維持されました。
恒温器と粉砕器の更新により、平成29年度は、恒温器で食品検査に係る細菌培養を約200検体、粉砕器で
食品中における農薬等の摂取量調査を全10回それぞれ行うことができ、県民の健康の保護等に寄与しま
した。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

二酸化硫黄自動測定機 一般競争入札 (株)中央測機 1,468,800
恒温器 随意契約 (株)中央科学 903,960

計 3,113,640
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H34

粉砕器 随意契約 (株)十字屋 740,880
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